

























































































（ 5 ）　National Security Agency （“NSA”、国家安全保障局）による網羅的情報収集
について、議論が起こり、2015年 6 月、新法（USA FREEDOM Act of 2015）によ
り、一定の制約が加えられることとなった。
（ 6 ）　山本龍彦「警察による情報の収集・保存と憲法」警察学論集63巻 8 号（2010
年）（以下「保存と憲法」）111頁、112頁以下、同・「データベース社会におけるプ
ライバシーと個人情報保護」公法研究75巻（2013年）90頁。




















（ 7 ）　塩野 • 前掲注 1 ）137頁、高橋滋「行政裁量論に関する若干の検討」南博方先
生古稀記念『行政法と法の支配』（有斐閣、1999年）334頁。
（ 8 ）　曽和俊文「行政調査論再考（一）・（二）」三重大法経論叢 4 巻 2 号（1998年）










かの調査報告書を発表している。最近のものでは Big Data: Seizing Opportunities, 
Preserving Values, Interim Progress Report of February 2015がある。また、2015年
2 月、消費者情報保護の包括的法案である Consumer Privacy Bill of Rights Act of 
2015を公表した。（https://www.whitehouse.gov/the ─ press ─ office/2012/02/23/we ─
can ─ t ─ wait ─ obama ─ administration ─ unveils ─ blueprint ─ privacy ─ bill ─ rights, last 






























































Law ＆ Practice No. 05 （2011年）171頁、189頁によれば、行政行為に関する裁判例
においては、実質的に判断過程審査による審査密度の向上が一般的に認められると
いう。
（14）　大橋洋一『行政法 I 現代行政過程論（第 2 版）』（有斐閣、2013年）158頁にあ
るように、計画裁量の審査については、判断過程審査が意識的になされている。最


















































































（21）　上口 • 前掲注16）63─64頁、光藤景皎『刑事訴訟法（ 1 ）』（成文堂、2007年）27
頁等。
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146　　早法 90 巻 3 号（2015）
































































































































































とされた例」新・判例解説・憲法（62） 3 ─ 4 頁は、ことの性質上、裁判での主張
立証を求めることは酷ではないかと指摘するが、判断過程の一切を秘匿しなければ
ならないともいえないだろう。










































































（62）　最判平成20年 3 月 6 日民集 62巻 3 号665頁。
（63）　「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」
（平成25年法第27号）。


































































（69）　STEPHEN J. SCHULHOFER, MORE ESSENTIAL THAN EVER: THE FOURTH AMENDMENT IN 




































（73）　平成25年警察白書（第 2 章第 2 節 2 「科学技術の活用」）によれば、警察組織
は、被疑者等から採取した DNA 型をデータベースに登録し、将来の事件において
犯人割り出しや余罪確認のために活用している（http://www.npa.go.jp/hakusyo/







































6 号（2007年）95頁。 米 国 で も こ の シ ス テ ム は 問 題 と な っ て お り、ACLU
（American Civil Liberties Union）が訴訟を提起している。同団体によるレポート
につき、https://www.aclu.org/files/assets/071613─ aclu ─ alprreport ─ opt ─ v05.pdf 参
照（2015年 3 月26日最終閲覧）。
（78）　最決昭和55年 9 月22日判タ422号75頁。
























































平穏維持に関する記録であるから同条 2 項 1 号により適用除外とした。
　また、都条例についても、同様に、裁判所は、テロ対策という警察組織
の責務のためになされた情報収集として目的を明確にしていた（ 4 条 1
項）、犯罪予防の目的による収集であることから、思想信条に関するなら
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びに社会的差別の原因となる情報であっても収集でき（ 4 条 2 項、 3 項）、
都知事への届け出は不要であり（ 5 条 1 項）、漏洩防止措置は情報収集自














































































































































































修正 4 条に反するのではないかとの議論があり、Klayman v. Obama, 957 F. Supp. 
2 d 1  （2013）は、通話記録の網羅的収集が修正 4 条違反とされた。もっとも








（96）　最判平成15年 9 月12日民集57巻 8 号973頁。
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